






Type Thesis or Dissertation
Textversionauthor
Kyoto University
社会的公平化を目標とした水道の広域化と
　　連絡管効果に関する計画論的研究
昭和63年8月
坂　本　弘　道
社会的公平化を目標とした水道の広域化と
　　連絡管効果に関する計画論的研究
昭和63年8月
坂　本　弘　道
目 次
はじめに…………………………………’”………………”◆’…”…………”…’…’”…
第1編広域水道の評価法に関する分析………………………………’…・・…………
第1章　広域配水システムの分析と考察……………・・…・……………………………
　1－1　水道の歴史的考察……………………………………………………………
　　1－1－1　わが国水道の発展経緯……………・…・・……………………………
　　1－1－2　広域水道の歴史的変遷…………………………・・………・…………
　　1－1－3　既設広域水道としての水道用水供給事業の発足
　　　　　　　　一アンケート分析とその結果一　………………………………
　1－2　水道の現状考察………………………………・・…・…………………………
　　1－2－1　今日の水道の課題……………・・…・…………………………………
　　1－2－2　水道の広域化に関する考察……………………………・・……・……
　1－3　まとめ……………………………………………………’”………………’”
第2章　公平化を目標とした水道広域化の意義と本研究の目的…………・……・・…
　2－1　安定化の意味と意義……………………………・・……・…………・・……・…
　2－2　公平性の意義と本研究の目的………………………………・・…・…………
　2－3　まとめ………………………………・…・・……………………………………
第3章　水道の社会的公平化を目標とした広域化に関する分析……………………
　3－1　既設水道の広域的特性分析……………・・…・………………………………
　3－2　首都圏水道施設の均質性評価………………………………………………
　3－3　水道事業の費用分析………………………………………………・・……・…
135557
－・
h”田ωΩΩ“好ωΩΩ田
　3－4　まとめ…………………………………………………一・・……………・・…・101
第皿編　社会的公平化を目標とした連絡管効果のマクロ分析…………・……・・……103
第4章　広域化の限界に関する分析…………………………・………・・………………105
　4－1　市町村の水道の結合可能性評価………………………………・・…・………105
　4－2　連絡管結合による市町村水道の効果……………一・・………・…一…・…115
　4－3　相互融通量からみた市町村の結合の効果…………・・……・………………123
　4－4　まとめ……………………一・…………・……・…・………・…………・……・・145
第5章富山県の水道における広域化計画の事例……………・一・…・・……………・147
　5－1　富山県の広域水道の実態……………一・・………………・・………・………147
　5－2　富山県における水道事業の統合と連絡管の整備・・………………・………149
　5－3　富山県の水道広域化の方向………・一……・………………………………151
　5－4　まとめ……………・…・・…………・・……・…・・…・………………………・・…・165
第皿編　連絡管効果のミクロ分析…………・…・…・………………一・……………・・…・167
第6章広域配水管網の近似解法の開発・・一…………………………・・…・…………169
　6－1　二次元管網流の近似解法の提言…………・・……・……………・・…・・……・・169
　6－2　二次元管網流の近似解法の検証…………・・……・…・……・………・………178
　6－3　まとめ…………・・……・………………………………・一・…………………　184
第7章　社会的公平化のための連絡管の効果に関する検討……………・・…・………185
　7－1　公平度の尺度……………・一・……………・・…・…………・・……・…………185
　7－2　広域化の程度と被災状況の設定………………………………・…・・………188
　7－3　詳細なモデルによる連絡管効果の定量化…………………………………197
　　7－3－1　計算の詳細……………・一・……………・・…・…………＿＿．．．＿＿1g7
　　7－3－2　計算結果……………………………・…一・………………．．．．＿．．＿1g8
　7－4　簡易モデルによる連絡管効果の定量化………………………………・・…・213
　　7－4－1　簡易モデルの詳細……………一・・…………………………………　214
　　7－4－2　簡易モデルの検定と検証……………………………………………217
　　7－4－3　簡易モデルによる給水充足率変化の解析……………・…・・………221
　　7－4－4　簡易モデルによる被災の公平化効果の検討………………………232
　7－5　まとめ………・・………・……………一・・…………………………”………’242
第N編　結論…………………………………………………”…昏………………’”……245
第8章　結論…………………………………………………・…・・………’…・……・……247
　8－1　総括……………………………………………………………………………247
　8－2　水道広域化計画の提言…………………………・・一…………………・・…・250
　8－3　残された課題………・…・……・………………………………………………251
おわりに………………・…・・………………………………・…・・……………・・…・………253
参考文献……………・…・・……………………∴…………………………・…・・…………254
はじめに
　わが国の水道は、昭和40年代の急激な水需要を賄うための設備投資中心の時期からオ
イル危機の時期を経て、今日では需要水量の伸びも比較的落ちついている。今日までのわ
が国の水道は、普及の促進と、それに伴う水道施設の新設拡張工事を中心に進められてき
た。
　その結果、全国の水道普及率が90パーセントを越え、普及の面では一応の水準に達し
たということができるが、設備の内容等を総合的なシステムとしてみた場合、種々の課題
を抱えている。例えば、水道水源の不足から生ずる断水や制限給水、地域毎の給水圧の不
均衡、施設の老朽化と漏水、原水水質の悪化に伴う浄水操作の困難性、料金格差等は既設
水道が潜在的に抱えている課題である。
　筆者は、昭和40年以来、水需要急増期から安定期に至るまで、厚生省、経済企画庁、
富山県庁において一貫して水道に関する調査、研究等の業務に携わってきた。その間、国
においても積極的に進められてきた水道の広域化に深い関心を持ち、その都度、その考え
方等について取りまとめを行ってきた。特に、水道の普及が一定の水準に達し、水道水の
需要の伸びが安定してきた今日、未普及地域への水道の普及を進めながらも、既設水道の
質的な向上を計る必要があると痛感している。
　すなわち、水道の質的向上を図る上で、安定的な水道水の供給は大きな要素と考えてい
る。安定的な水道水の供給が水道の質的向上にいかなる影響を及ぼすか、また、水道の広
域化と安定的な水道水の供給との関係を中心に本論文を取りまとめた。
　第1章では、実際の水道事業を分析対象としつつ、事業目標の歴史的変化、既設水道の
抱えている問題点等から今後の水道事業を進める上で各事業が安定化を目標とすることの
重要性を明らかにし、特に各地の水道が社会的に平等な水道、公平な水道として発展する
ことの重要性を指摘する。
　第2章では、水道の安定化のための広域化に関する基本的な検討として、安定化の意味
と意義、公平性の意義について述べる。
　第3章では、水道の社会的公平化と広域化規模に関する分析として、既設の水道の広域
的特性分析を行うとともに、わが国の代表的な都市圏域である首都圏における水道施設の
均質性評価、全国の水道事業の費用分析を行う。
　第4章では、近畿圏を取り上げて水道の広域化の限界について分析する。
　第5章では、富山県の水道を取り上げて広域化計画の事例研究を行う．
　第6章では、広域管路網を従来のハーディクロス法に代わって一括して解く近似解法を
開発し、この解析法を用いて広域水道言い替えれば平等な水道を実現する上での各事業体
間を連絡し緊急時等に備えるいわゆる連絡管の効果を定量化する。
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　第7章では、第6章で開発した管網解析法を活用しつつ富山県の水道を例にとって社会
的公平化のための連絡管の効果に関する検討を行う。まず、富山県の水道における広域化
計画の事例を分析し、つぎに詳細モデルと簡易モデルによる連絡管の効果について検討を
行う。
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第1編　広域水道の評価法に関する分析
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第1章　広域配水システムの分析と考察
1－1　水道の歴史的考察
1－1－1　わが国水道の発展経緯
（1）　水系伝染病対策期
　明治20年、横浜市にわが国に初めて近代的な水道が完成されて以来100年にして今
日のような全国民にとって不可欠な施設としての水道の姿を見るに至った1）　2｝。
　わが国の水道が今日のような姿に至るまでの経緯について概観し、それぞれの段階でい
かなる指標を重視してきたかを考察してみる。遠くは戦国時代から江戸時代の初期にかけ
て、主として城下町を中心に造られた自然流下方式を主体とした、いわば前近代的な水道
施設の普及により、明治時代に至るまで地域の飲料水、生活用水として大いに役立った。
特に、神田上水、玉川上水等により形成された江戸の水道は、当時世界第一の水道に値す
るものであったと言えよう。
　しかしながら明治時代に入り、各国との往来が盛んになるにつれて水系伝染病、特に赤
痢、コレラの流行は各地で多数の患者の発生と死者を出すに至った3）　4）。このようなコレ
ラ等水系伝染病の発生の原因には、江戸時代までに造られた前近代的な水道施設は塩素滅
菌もなく無防備に近い状態で、伝染病対策の一環からも近代的、ヨーロッパ式の水道の建
設が要望されるに至り、種々の経緯を経て明治20年にやっと横浜市に近代水道第1号の
完成を見た。
　その後明治23年には水道条例5》6）の制定をみ、これが昭和32年の水道法の制定まで
わが国の水道の発展とともに歩んできた。この水道条例は、数回にわたり改正されたが、
その底に流れる思想は条例制定時のものであり、大幅な改正ではなかった。この水道条例
のもとに第2次世界大戦までのわが国の水道は、東京を初め、主として大都市、港町にお
いて建設が進められた。この時代の水道は、伝染病の防止等、公衆衛生対策を中心にした
都市施設として建設が進められたといえる。
（2）　戦後の復興期
　わが国は、第2次世界大戦により大都市を中心に水道施設は壊滅的な打撃を受け、昭和
20年代の前半は漏水防止対策が各都市の水道事業の主な仕事となり、新設、拡張工事に
は大きな進展が見られなかったところが多い。まさに戦災復興中心の時代であった。
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　しかし、これも戦後の種々の復興とともにまた活気を取り戻し、また、昭和27年には
簡易水道に対する国庫補助制度7｝が設けられ、水道は都市部のみならず農山村においても
文化的生活の確保と、公衆、環境衛生施設設置を目標に全国的に水道の建設が進められる
ことになった。ここにおいて、従来、水道施設が港町や都市を中心に、都市施設としてそ
の普及が進められていたものを農山漁村にまで普及させるという、従来とは異なった物の
考え方が出てきた。これは、都市のみならず農山漁村においても、快適な環境のもとに農
漁業等の増産を図ろうという農山漁村振興策の一環として評価することができよう。
（3）　高度経済成長期
　このような機運とともに、従来の水道条例から新たに水道法S｝を制定しこれからの日本
の水道の方向を位置付けしょうとする動きがみられ、昭和32年には水道法の制定を見たtt
　この水道法の制定により、水道用水供給事業、水質基準など従来の水道条例には見られ
なかった新たな観点からの条文も見られるようになった。
　水道法が制定された頃と同時期にわが国の高度経済成長が始まり、それに並行して全国
的に水道水の需要が急激な増加を見た。また、農山漁村や都市の近郊においても水道建設
の機運が高まり、全国的な水道建設時期の到来を見るに至った。
　その結果、従来同一の市町村の行政区域内の河川や井戸で賄われていることが多かった
水道水源もそれだけでは賄いきれなくなり、隣接ないしは遥かに離れた他地域からの導水
を余儀なくされるようになった。幾つかの市町村にまたがるいわゆる広域水道の建設が議
論されだしたのもこの頃である。
　一方、高度経済成長とともに、河川とりわけ都市河川の水質汚濁は各地で進行の一途を
たどり社会問題化してきた。昭和31年に発生した江戸川流域の本州製紙の排水に伴う漁
民との紛争等を契機として昭和33年には、「公共用水域の水質の保全に関する法律」9）
と「工場排水規制法」1旬の制定をみた。
　水道水源は本来、河川上流や清浄な湖沼等に求めるべきものであるが、この時期に至り
全国的に水道水源の汚濁が問題となりだし、また需要水量の急激な増加に対処するため、
少々原水の汚濁が進んでいても水量確保優先のため水質面を犠牲にせざるを得ない場合も
あった。汚濁の進んだ原水をいかにして水道水の水質基準に適合した水に仕上げるかとい
うことも1つのテーマになり、浄水技術においても進歩がみられた。
　上記の水質関係2法では、その後の急激な公共用水域の水質汚濁に対応することが難し
くなった。そこで、水質関係2法に替わるものとしてその後「水質汚濁防止法」11）が制定
され、今日ではこの法律をもとにして河川等公共用水域の水質汚濁の防止と保全が図ちれ
ている。　また、昭和30年代の後半以降、急激な水道水の需要に対処するため遠隔地に
一6一
ダムや河口堰を建設し、広域的に水を供給せざるをえなくなった。このような状況に対応
するため、厚生省は昭和42年度から水道水源等開発施設と水道広域化施設の建設に対し
国庫補助金を交付し、その建設の促進及び誘導化が図られることになった12》。
　水道の広域化については、昭和41年厚生大臣の諮問機関である公害審議会が「水道の
広域化と水道の経営、特に経営方策に関する答申」13》を提出し、その中で将来の水道の広
域化の姿を上げている。昭和42年度からの水道広域化施設の建設に対する国庫補助金の
導入はこの答申に基づいて行われた。また、この公害審議会の名称を変えた生活環境審議
会は昭和48年に「水道の未来像とそのアプローチ方策」14｝15，とする答申を行い、その
中で広域水道圏の設定等、水道の広域化の今後の方向を具体的に上げている。昭和42年
の答申では、水道の広域化の方向として全国数ブロックの組織を提言しているが、48年
にはそのような組織を指向しながらも、1都道府県数ブロックの広域水道圏の設定等によ
り現実的具体的な方向付けとなっている。
　この答申に基づいて昭和52年には水道法の改正16》が行われ、広域的水道整備計画が
条文に取り入れられた。わが国の水道の広域化は、これからこの広域的水道整備計画17｝
に基づいて進められることになり、現在すでに全国の20余か所において広域的水道整備
計画が設けられている。合理性が追求され始めた段階とも位置付けできる。
1－1－2　広域水道の歴史的変遷
　以上は、水道全般にわたる歴史的変遷であるが、以下、特に本論文の主対象とも言い得
る広域水道の変化についてその変遷に注目してみる。そこで、広域水道の時代的変遷を把
握するために、時代を水道行政に関する法律の制定、改正時点によって以下の5期に区分
する。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
昭和19年以前（戦前）
昭和20年～昭和31年（戦後、水道法制定まで）
昭和32年～昭和41年（水道法制定～）
昭和42年～昭和51年（補助金制度発足～）
昭和52年以降（水道法改正以降）
　一部水道事業を含む水道用水供給事業について図にしたものが図1．1、図1．2であ
り、その時代別に特徴や代表的な広域水道等をまとめたものを表1．1に示す。図1．1
と図1．2をもとに広域水道の歴史的経緯、特徴等について眺めてみよう。
まず戦前の広域水道は、末端給水では神奈川県営、千葉県営京葉地区、埼玉県南水道が発
足しており、用水供給では阪神、備南水道がある。これらの広域水道の特徴は、首都圏、
近畿圏等の水不足地域にあって、水不足解消のため比較的大規模な都市を中心に広範囲な
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表1．1　広域水道の変遷
年代
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　　　開発法
（35年）国民所得
　　　倍増計
（37年）全国総合
　　　開発計
（44年）新全田総
　　　合開発計
　　　画
明治（23年）
水道条例
（終戦）
（32年）
水道法制定
（42年）
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（52年）第3次全
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茨城県南（企）
海部南部（企）
宮古島（企）
坂戸鶴ケ島（企）
射水（企）
銅山川（企）
石巻（企）
春日那珂川（企）
水道用水供給事業
阪神（企）
備南（企）
大阪府
鹿尾川（組）
関山南部
柱沢（企）
埼玉広域第1
愛知県
石狩東部（企）
神奈川県内（企）
広島県広島
宮城県仙南仙塩
群馬県央第1
埼玉県第2
事業の特徴的性格
首都圏・近畿圏等の水不足
地域で比較的大規模な都市
を中心とした大規模な広域
水道
末端供給は水道未普及地で
の比較的小規模の広域水道
水不足地域（水源不足，炭
鉱地等の需要増）での用水
供給事業発足
末端供給は，普及率が低い
地域で比較的小規模（給水
人ロ5～10万人）な事業
用水供給は，首郁眉，中部
■，近畿■で府県営の大規
模な事業が発足
末端供給は，低普及率，地
域格差の解消を目的とした
中規模（給水人ロ10万人，
5市町村程度）の事業発足
用水供給は水源開発を目的
として多様な規模で全国的
に発足
末端供給は中規模事業
用水供給は水源開発を主な
目的とし，広域的水道整備
計画に基づく事業が発足
注1）　計画一日最大給水量は，各水道の創設時のものを時代別に合計したもので，時代別の新規の広域水道による給水量としての目安の数値となる．
注2）　首都圏水需給総合計画調査データより作成。
地域（給水人口約20万人以上）を対象とした広域化を行っていることである。“
次に、戦後から昭和32年の水道法制定前までの時代における代表的水道は、末端供給で
は佐久、安芸水道があり、用水供給では桂沢、鹿尾川、大阪府営、岡山県南部用水供給事
業がある。これらの特徴は、水道未普及地対策より発足したものや炭坑や工業地域にあっ
て急激な水需要に応える必要性より発足したものが多いことである。
さらに、昭和32年から補助金制度が始まる前までの時代をみると、代表的水道は末端供
給では茨城県南、海部南部、宮古島等であり、給水人口5万人程度の比較的小規模の広域
水道が目立つ。一方、用水供給では、埼玉県広域第1、愛知県用水供給事業のような首都
圏、中部圏で大規模な事業も発足している。
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　そして、補助金制度が始まる昭和42年から昭和52年の水道法改正前までの時代では
代表的なものは末端供給では坂戸・鶴が島、射水、銅山川水道企業団、用水供給では石狩
東部、神奈川県内、広島県営等がある。この時代の特徴は、末端供給においては地域格差
の解消等を目的として、給水人口10万人、5市町村対象程度の中規模の水道が発足して
いることである。また、用水供給においては、主に水源開発を目的として全国的に多様な
規模の広域水道が発足している。
　昭和52年の水道法改正以降になると、代表的水道は末端供給では石巻（用水供給で発
足し後に末端供給となる）用水供給では宮城県仙南仙塩、島根県江ノ川等が上げられる。
この水道の特徴は広域的水道整備計画に基づく水道事業が現れてきたことである。
　以上の時代別の水道事業を概観した結果をまとめると、末端供給事業では特に水不足地
域での大規模な形態の広域水道がまず発足し、続いて未普及地対策を目的とした給水人口
5万人程度の小規模な広域水道や格差是正を目的とした給水人口10万人程度の中規模の
広域水道が発足している。一方、水道用水供給事業は、産業等による急激な水需要がもた
らした水不足を解消するための水道がまず発足し、続いて府県内の広範囲の市町村を供給
範囲とする広域水道や府県を数分割にした地域を供給範囲とする広域水道等も発足してそ
の数は増えるに至った。そして全国的に水源開発の困難性が増し、広域水道の必要性が高
まったことにより補助金制度が導入されると、その広域化の意欲が一挙に顕在化し、全国
で種々の規模の水道用水供給事業が発足し現在に至っている。この時代は合理性が重視さ
れてきたものと要約できる。
1－1－3既設広域水道としての水道用水供給事業の発足
一アンケート分析とその結果一
　わが国の広域水道がどのような経緯でもって建設され、いかなる目標のもとに事業が実
施されているか分析する。
　厚生省では、現在操業中ないしは創業認可を受けて建設を予定している全国の広域水道
に対し、広域水道発足の経緯とその後の変化過程、今後の検討課題についてアンケート調
査を実施した18》。尚、ここで複数の市町村の行政区域にまたがって水の供給を行ってい
る水道用水供給事業または水道事業を広域水道ということにした。筆者は、このアンケー
ト調査の企画、立案、分析に参画し、その結果は広域水道計画手法調査報告書としてまと
めている。本文は主として本調査報告の資料を用いて既存広域水道の事業目標を分析した
ものである19｝2°）。
1）　アンケート調査の内容
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　調査の目的は、全国の広域水道事業の成り立ちから変化過程、並びにその効用と今後の
課題等を把握して、広域水道計画を検討する基礎資料を作成することを目的としている。
　調査対象は、水道用水供給事業と計画給水人口5万人以上の都道府県営、企業団営の水
道事業のうち昭和56年度末現在において設立認可を得ているものである。
　調査事項には、事業の沿革、水道の広域化直前の状況、水道の広域化直前の問題点、事
業の概要、事業実施の効用、今後の課題、地域特性を上げた。
　なお、アンケートは全国の水道用水供給事業79か所、水道事業32か所の合計111
か所について行い、回収率は100％であった。
2）　アンケート調査の結果
（1）　事業の区分、経営主体
　水道用水供給事業と水道事業の数では図1．3に示すようにそれぞれ71・2％、28
・8％と水道用水供給事業の数が圧倒的に多い。これは水道事業が市町村固有の事務とし
て個々の市町村により建設経営されてきたことが基本となり数市町村を対象とした広域的
な水道事業がなかなか設けられないことを反映している。特に個々の市町村の水道事業と
して進められてきた水道事業を統一して一つの水道事業とするには水道料金の格差等が大
きな障害となっている。
　一方、水道用水供給事業の場合は、各市町村の水道事業に用水を供給する卸売り事業で
あるから、地域全体の水道水の需給のバランスをとることを考えた場合比較的容易に設け
ることができる。特に水需要の急増した時期において水源の逼迫した地域では水道用水供
給事業建設のラッシュが続き、これが今日の水道用水供給事業の増加状況を示している。
　経営主体の別をみると、図1．4のように都道府県営41．4％、企業団営54・1％
となっている。企業団営が都道府県営より多いのは広域水道事業の大部分が企業団営によ
るからであり、水道用水供給事業となると都道府県営が多い。
（2）　対象市町村数
　対象市町村数は市町村の数が多くなるにつれてその比率は小さくなっている。図1．5
では水道用水供給事業と水道事業を合計して表しているのでこのような傾向になっている
が、その中身をみると、水道事業では、対象市町村数が比較的少なく、水道用水供給事業
の方は多い傾向にある。
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図1．4　経営主体の別
（3）　認可年度
　創設事業の認可年度は図1．6に示すように昭和42～51年が圧倒的に多い。この時
期は水需要の急増期であり、その間に全国で主として水道用水供給事業が多く創設された
ことによるものである。その余韻は昭和52年以降にも続き、また、昭和32～41年に
も高度経済成長に伴う広域水道の建設増加の傾向が表れている。
30
頻
度　20
（％）
10
1　　1　　1　1　　1　　1
3　　5　10　20　30
市町村数
図1．5　供給対象市町村数
60
頻50度40
8・・
　20
10
昭 　　20
1　　1
19　31
32　42　52
1　　1　　1
41　51
図1．6　認可年度
一12一
（4）　広域化発足直前の状況
　広域化発足直前の普及率は図1．7に示す。これによると、普及率が81～100％が
42・3％と高い。これは水道の普及率が高くなってきた比較的最近になって広域水道が
数多く建設されてきたことによる。普及率が0～20％の場合が、11・7％あるという
ことは古い時代における広域水道の創設によるものである。
　公営水道の給水人口比率は図1．8のとおり、81～100％が半数余になっている。
0～20％が10・8％等公営水道の少ない地域においても水道の広域化が進められてき
たことが判る。
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図1．7　広域化発足直前の普及率
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広域化発足直前の
公営水道の給水人口比率
　簡易水道の給水人口の比率は、図1．9のように0～20％の間が69・4％である。
すなわち、水道の広域化は簡易水道等、小規模水道を対象にして進められたというよりも
むしろ上水道の給水区域を中心にして進められたということが判る。
計画給水人口では、図1．10のように、5．0～9．9万人が27．0％で一番多く、
人口が多くなるにつれてその比率は小さくなっている。それでも100万人以上の給水人
口を持つ広域水道が全体の8・1％を占めている。
　給水市町村数では、図1．11のとおり、4～6市町村が全体の32・4％を占めてい
る。3市町村以下も30・6％あり、比較的小規模のものが多い。一方、21市町村以上
にまたがるのも7・2％みられる。
　計画一日最大給水量は、3万m3／日未満のものが34・2％であり、あと50万M3／
日に至るまで18～24％の間で推移していることが判る。
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（5）　広域化直前の同題点
　広域化直前の問題点は図1．14のとおり、水需要の不均衡が60・3％の事業体で上
げている。これに引き続いて地域格差、低い給水の安定性、低い普及率が続いている。ま
た、地盤沈下や弱い財政的基盤、高料金を上げているところも16～18％見られる。水
系伝染病を問題点として上げているところは少ない。これを各項目別にもう少し詳しく眺
めてみる。
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図1．14　広域化直前の問題点
　財政的基盤が脆弱な原因としては図1．15のとおり小規模水系が多いためというとこ
ろが12・6％となっている。又、高料金の原因としては、水源開発費の増大を上げてい
る。
　水需要の不均衡の原因としては図1．17のとおり需要水量の急増や水源開発の難行を
上げているところがそれぞれ40・5％、36・0％になる。その他渇水等による取水停
止、地下水規制を上げているところもみられる。
　給水安定性の低下の原因としては施設の機械化、原水水質汚染、浄水能力の不足を上げ
ているが、いずれも10％以下である。水量、水圧安定性の低下の原因として浄水貯留施
設の不足、管路の能力不足をそれぞれ14・6％の事業体が上げている。
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　地域格差では普及率の地域格差を上げているところが21・6％で一番問題意識として
とらえている。これに給水安定性の格差、水道料金の格差、水需給バランスの格差が続い
ている。
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図1．15　広域化直前の問題点　　　　図1．16　広域化直前の問題点
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（7）　水道広域化の目的
　水道広域化の目的としては図1．21のとおり、水源対策を上げているところが79・
3％にあがる。今日の水道広域化を推進する原動力となっているのが水道水源の均衡ある
配分であり、このことをこのアンケートの数値は裏付けているといえる。これに地域間の
格差の是正が42・3％で続き、その他普及率の向上、国庫補助の導入、給水機能の向上
が27％に上っている。国庫補助の導入を事業体の30％近くが上げていることは国庫補
助金が広域化推進の役割を果たしていることとの相関ともみられる。
　これをもう少し詳しく眺めてみると、地域間格差の是正では図1．22のとおり、給水
安定性、普及率、水需給のバランスを20％前後の事業体が上げている．特に、給水安定
性をあげているところが22・5％あるということは、水道広域化に水道水の安定供給を
期待しているところが多いというこどができる。
　水源対策としてはダム、河口堰等水道水源開発施設の建設に依存するとしているところ
が48・6％と全体の約半数を占めている。供給水源として期待されているところはダム
等の水道水源開発施設であることを裏付けており、その他の方式として水源の相互融通を
上げているところも21・6％みられる。また、農業用水、工業用水の水道水への転用に
依存しているところも時代の波を反映して7・2％見られる。地下水の開発に期待してい
るところは3・6％と少ない。
　給水機能の向上策としては、浄水、送配水施設の整備に22・5％の事業体があげてお
り、これに維持管理水準の向上が続いている。
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（8）　広域化実施の効用
　広域化実施の効用の一つである水資源の有効利用については、水源確保が有利としたと
ころが78・4％にも上っており、そのうち56・8％が大いに効果があるとしている。
水源が広域化される、地域間需要の調整可能がこれに続いており、水源の相互融通が可能
としているところも半数近くみられる。格差の是正では給水の安定性を81・1％の事業
体が上げておりそのうち57・7％が大いに効果があるとしている。水需要のバランス、
普及率、水道料金における格差の是正についても、比較的高い率で効果があると答えてい
る。
　コストの削減では、水源開発費で70・2％の事業体が上げており、これに経営の合理
化、建設費、人件費が続いており、いずれも50％以上の高率である。このことは水道の
広域化による重複投資の排除、合理的水道経営等を考えていることが判る。
　また、事業基盤の強化では技術基盤、未普及地対策、料金の安定化を50％以上の事業
体が上げており、建設投資が容易としているところも63％と高い。給水機能の点では8
2・9％の事業体が水量の安定供給を上げている．その他、水質管理体制、施設の保全、
事故時対応をあげているところも多い。特に、水量の安定供給に期待している事業体が8
0％以上あるところは注目される。
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図1．25　広域化実施の効用
　　　その1　水資源の有効利用
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図1．27　広域化実施の効用
　　　　その3　コストの削減
図1．26　広域化実施の効用
　　　　その2　格差の是正
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図1．29広域化実施の効用
その5　給水機能
図1．28　広域化実施の効用
　　　その4　事業基盤の強化
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（9）　広域化実施の今後の課題
　広域化実施の今後の課題は現在広域水道を実施中の事業体が今後どのような課題につい
て考えているか調べたものである。まず、水源についてみると、なおかつ不安定性の解消
を重要課題として上げているところが37・8％みられる。その他、水質汚染等による取
水停止の防止、水源間相互融通を上げているところが20％強ある。また、地盤沈下によ
る取水停止の影響を懸念しているところが10・8％ある。
　施設面での課題では監視施設について36・9％と高い。これは水質問題の複雑化をよ
り安全な水の供給の姿勢を反映したものといえよう。施設の補修が30・6％でみられ、
これも普及時代における更新工事のの必要性を表しており、その他整備の均等化や水質汚
染に対応した浄水施設の建設を上げているところが20％強みられる。
　維持管理の面では、施設の管理を半数近くの事業体が上げており、これに事故時復旧体
制、水質管理体制が続いている。また、専門職員の確保も維持管理時代に向けて20％近
くの事業体が今後の課題としている。
　経営の点では、事務組織の効率化を半数以上の事業体が上げている。これに料金格差の
是正、広域化の推進が20％前後で続いている。
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図1．30　広域化実施の今後の課題　　図1．31　広域化実施の今後の課題
　　　その1　水源　　　　　　　　　　　　その2　施設
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図1．32　広域化実施の今後の課題　　図1．33　広域化実施の今後の課題
　　　その3　維持管理　　　　　　　　　　　その4　経営
3）　広域化前の問題点の時代的変化
　広域化前の問題点の時代的変化を図1．34に示す。ここでは、それぞれの時代毎に各
水道事業体が上げてきた問題点の数の合計を100とし、問題点毎にその割合を示した。
　まず、伝染病蔓延についてみると、問題点としての意識は、昭和20～31年をピーク
に減少し、昭和42年以降は皆無となっている。このことは水道の建設目的が衛生の向上
から他の目的に移行した時代的背景を表わしているともいえる。
　地盤沈下を上げているところは戦前にもみられるが、昭和32年以降沈下量の増加とと
もに問題意識が高くなっていることが判る。普及率の面でみると昭和41年まではその割
合が上昇ぎみであるが昭和42年以降は減少の傾向を示している。これは水道の普及率が
高くなるにつれて普及率の向上があまり問題として取り上げられなくなったということを
表している。
　財政基盤の脆弱を上げているところは時代の推移とともに低下していることは必ずしも
最近の創設の広域水道が財政基盤強化を目的にしていないことを表している。料金格差に
ついては戦前の広域水道も上げているが昭和32年以降6～7％の割合で推移している。
水需給の不均衡については時の推移にかかわらず高い割合を示しており、特に、昭和32
年以降は上昇ぎみである。ここでも水需給の不均衡が広域化をうながしていることを表し
一22一
ている。
　給水の安定性については昭和32年以降12～17％の割合で推移しているが時ととも
に低下気味である。これはアンケートでの安定性という用語が狭義に用いられているため
で必ずしも本文でいう広義の給水安定性が軽くみられているという訳ではなく、その他の
水需給の不均衡や地域格差等が大幅な伸びを示すことにより相対的に割合が低くなったも
のと考える。地域格差については昭和32年以降急激な増加を続け、最近の水道では大き
な問題として取り上げていることが判る。
　以上全般を通じていえることは、全時代を通じての同題は水需給の不均衡が大きな問題
であり、最近の問題点として地域格差、地盤沈下、給水安定性が上げられる。普及率や伝
染病の蔓延は時代の経過とともに衰退していくことが判る．
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図1．34　広域化直前の同題点の時代的変化
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4）　広域化発足時の目的の時代的変化
　っぎに、広域化発足時の目的の変化を図1．35によって分析してみる。水源対策につ
いては、広域化前の問題点と同様、全時代を通じて高い割合で推移していることが判る。
また、昭和32年以降では国庫補助の導入が20％前後の割合で上げられており、ここに
も国庫補助金を得るための広域化の姿が現れている。
　地域格差の是正は、昭和32年以降急激に上昇している。給水機能の向上は昭和32年
以降横ばいで10％台で推移している。普及率の向上は10～20％台で推移しながらも
時が経過するにつれて減少しつつある。
　全般的にみると、水源対策、地域格差の是正が最近の目的として大きく、給水機能の向
上はそれに続く傾向にある。
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図1．35　広域化発足時の目的の時代的変化
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5）　広域化形態パターンの時代的変化
　広域化の形態が時代の推移とともにどのように変化するか表したものが図1．36であ
る。広域水道計画調査では広域化の形態パターンを次の6つに分類している。
　パターン1：　人口5万人未満の市町村の集合（小都市集合型）
　パターン2：　人口5万人～100万人の市に人口5万人未満の市町村が隣接していて
　　　　　　　　市町村数が10以下（中都市中規模型）
　パターン3：　パターン2と同じ型で市町村数が11以上（中都市大規模型）
　パターン4：　人口5万～100万人の市が3つ以上あり、それに人口5万人未満の市
　　　　　　　　町村が隣接していて市町村数が10以下（複数中都市中規模型）
　パターン5：　パターン4と同じ型で市町村数が11以上（複数中都市大規模型）
　パターン6：　人口100万人以上の大都市にそれ以下の規模の市町村が隣接（大都市
　　　　　　　　型）
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図1．36　広域化形態パターンの時代的変化
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　あえて規模について名称をつけるとすれば、（　）内のようになろう。
　さて、そこで図1．36により形態パターンの推移をみるとパターン1、いわゆる小都
市集合型は昭和32年以降27％程度の割合で推移しておりその変化は少ない。
　パターン2の中都市中規模型が、全時代を通じて40％前後と高いことが判る。このパ
ターンは昭和32年以降若干ながら減少の傾向にある。
　パターン3の中都市中規模型は昭和42年以降現れ増加の傾向にある。
　パターン4の複数中都市中規模型は時代の推移とともに減少しつっある。
　パターン5の複数中都市大規模型は昭和51年まで減少傾向にあったがそれ以降また上
昇している。
　パターン6の大都市大規模型は時代と共に減少し昭和52年からは皆無になっている。
　以上を総合してみると小都市集合型は高い割合で推移しており中都市中規模型も2番目
に高い割合で平均的に推移している。中都市大規模型はこの10年上昇傾向で複数中都市
中規模型は減少傾向、複数中都市大規模型は上昇傾向、大都市型は減少傾向にあることが
判る。
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